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１ 通報・届出のあった事業所は、22 事業所で前年度の 2 倍に増加。通報・届出

の対象となった障害者も、30 人で前年度より 25.0％増加（前年度比 ６人増）。

（資料１－（１）、１－（２）参照） 

  

２ 使用者による障害者虐待が認められた事業所は、17 事業所で前年度の約 2.4

倍に増加（前年度比 10 事業所増）。（資料２－（１）参照） 

   

３ 虐待が認められた障害者は、24 人で前年度比 26.3％増加（前年度比 5 人増）。 

 （資料２－（３）参照） 

  障害種別 （身体障害 2 人、知的障害 18 人、精神障害 3 人、発達障害 1 人） 

  虐待の種別（心理的虐待 1 人、放置等による虐待 2 人、経済的虐待 21 人） 

 

４ 使用者による虐待が認められた場合に熊本労働局がとった措置 15 件 

その内訳は、 

      労働基準関係法令に基づく指導等        15 件 

       うち最低賃金法関係             15 件 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 道 関 係 者  各 位  

 

平成 27年度「使用者による障害者虐待の状況等」の取りまとめ結果 

～通報・届出件数、労働局の指導件数ともに倍増～ 

 

熊本労働局では、障害者を雇用する事業主や職場の上司など、いわゆる「使用者」

による障害者への虐待の状況や、虐待を行った使用者に対して講じた措置などについ

て取りまとめました。 

これは、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に基

づくもので、平成 2７年度（27 年 4 月から 28 年 3 月まで）分を取りまとめたものです。 
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資料  
 

平成 27 年度における使用者による障害者虐待状況 

 

 １ 平成 27 年度における使用者による障害者（注）虐待の通報・届出について 
 
（１）労働局に通報・届出の寄せられた事業所が増加 
 

把握の端緒 平成 27 年度 平成 26 年度 
県からの報告  1 事業所 0 事業所 
労働局等への相談  10 事業所 3 事業所 
労働基準監督署の臨検監督等

で把握 11 事業所 8 事業所 

合計 22 事業所（＋100.0％） 11 事業所 
（ ）内は対前年度比 

 
（注）障害者とは、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身

の機能の障害（以下「障害」と総称する）がある者であって、障害及び社会的障壁に

より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある者」としており、

障害者手帳を取得していない場合も含まれる。（障害者基本法第 2 条第 1 号から引用） 
 
（２）通報・届出の対象となった障害者も増加 
   通報・届出の対象となった障害者は、前年度の 24 人に対して６人増加

し、全体で 30 人（前年度比 25.0％増加）。 
   最も多かったのは前年同様、経済的虐待に関する通報・届出の対象とな

った障害者で、21 人（前年度同数）であり、全体の 70.0％を占める。 
 

通報・届出対象の障害者 平成 27 年度 平成 26 年度 
30 人（＋25.0％） 24 人 

虐
待
種
別 

身体的虐待 4 人 0 人 
性的虐待 0 人 1 人 
心理的虐待 4 人 3 人 
放置等による虐待  4 人 0 人 
経済的虐待 21 人 21 人 
延べ合計 33 人 25 人 

（ ）内は対前年度比 
 

（注）通報・届出の対象となった障害者の虐待種別については、重複しているものがあ

るため、通報・届出対象者の障害者数と合致しない。 
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２ 使用者による障害者虐待が認められた事案について 

 

(１) 虐待が認められた事業所が倍増 

平成 27 年度に通報・届出のあった 22 事業所のうち、労働関係法令

に基づき調査などを行い、使用者による障害者虐待が認められた事業

所は、17 事業所（前年度比 10 事業所増）。 

 

把握の端緒 平成 27 年度 平成 26 年度 

県からの報告 1 事業所 0 事業所 

労働局等への相談 5 事業所 2 事業所 

労働基準監督署の臨検監

督等で把握 
11 事業所 5 事業所 

合計 17 事業所（＋142.9％） 7 事業所 

（ ）内は対前年度比 
 

(２) 虐待が認められた障害者も増加 

使用者から何らかの虐待を受けていた障害者(以下｢被虐待者｣ とい

います。)は、24 人（前年度比 5 人増）。 

また、知的障害者に対する経済的虐待が最多 

    障害種別では知的障害者 18 人と最も多く、虐待種別では経済的虐待 

を受けた障害者が 21 人と最も多く、全体の 87.5％を占める。 

 

虐待種別 
人数 障害種別 

延べ合計 24 人 身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 その他 

身体的虐待 0 人      

性的虐待 0 人      

心理的虐待 1 人   1   

放置等 2 人  2    

経済的虐待 21 人 2 16 2 1  

 

 (３) 被虐待者の性別は、男性 21 人、女性 3 人。 
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（４） 被虐待者の年齢構成は、20 歳代が最多。 

     年齢構成では、20 歳代が 10 人と一番多く全体の 38.5％を占めた。 

  

年 齢 人 数 

～ 17 歳 0  

18 歳～19 歳 0  

20 歳～29 歳 10 (2) 

30 歳～39 歳 6  

40 歳～49 歳 3 (1) 

50 歳～59 歳 5  

60 歳 ～ 0  

  （ ）内の数字は女性の人数で、内数である。 

 

３ 虐待に対して労働局が 15 件の指導等を実施 

  使用者による虐待が認められ熊本労働局がとった措置は、15 件であり、 

  その内訳は、最低賃金法に基づくものである。 

 

［具体的な指導例］  

 

最 低 賃 金 法 に 基
づく指導 

・障害者である労働者に、最低賃金額を下回る

賃金を支払っていたため、事業主に対して、

是正指導を行った。 

 

・労働局長から最低賃金の減額特例許可を受け

ている障害者である労働者に、許可の有効期

間が切れているにもかかわらず、最低賃金額

を下回る賃金を支払っていたため、事業主に

対して、是正指導を行った。 

 

・経営不振により、障害者を含む所属労働者全

員に対し、賃金の一部が未払いとなっていた

ため、事業主に対して是正指導を行った。 
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